
介護離職防止の手引き等について
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長崎県長寿社会課
地域包括ケア推進班

魅力ある職場づくりオンライン研修会



介護離職の現状
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〇介護離職者の特徴
・介護離職者の約８割が女性
・介護に要する期間は平均4年から5年程度
だが、長期介護が必要となる場合もある
→介護に専念すると離職するリスクが高まる

〇介護離職の主な原因
１）仕事と介護の両立の方法に関する理解不足
２）勤務先の支援の少なさ
３）介護休業や介護休暇などの両立支援制度の
趣旨の理解が十分でないこと など

〇介護離職による影響
１）従業員自身のキャリアの中断や
経済的な損失

２）企業の人材不足や生産性低下 など

近年、家族の介護をしながら働く方が増加傾向にあります。
総務省の調査によると、介護等による離職者は年間10.6万人(令和３年10月～令和４年9月)に
も上ります。
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介護・看護により離職した人数

男性 女性 総数における女性の比率
（単位：人）
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男性 25,200 26,900 23,700 17,400 24,000 22,300 17,800 23,200 26,300 26,200

女性 65,700 72,100 76,400 63,800 75,100 57,100 69,400 72,300 62,000 80,000

総数における

女性の比率
72.3% 72.8% 76.3% 78.6% 75.8% 71.9% 79.6% 75.7% 70.2% 75.3%

総数 90,900 99,000 100,100 81,200 99,100 79,400 87,200 95,500 88,300 106,200

※総務省「就業構造基本調査」より



介護をしながら働くケアラーへの支援

働くケアラーが孤立し、離職することを防ぐためには、介護に直面した従業員が「制度を利用すれば
働き続けることができる」と感じられる仕組みや環境を整えることが重要です。
長崎県では、ケアラー（高齢や障がい、病気などにより援助を必要とする家族や身近な人に対して、
無償で介護や看護、日常生活上のお世話をしている方）への支援の一環として、「家族の介護をしな
がら働くケアラーの支援」に取り組んでいます。
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介護離職防止に向けた事業所への支援

○介護離職防止の手引の作成
〇経営者及び従業員向けセルフチェックシートの作成
○ワークサポートケアマネジャーをモデル的に派遣し、介護と仕事の両立に向けた環境整備の
支援事例を紹介



介護離職防止の手引き
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【目的】
・介護離職の防止に向けた、現状理解、制度活用、企業と従業員の協力に
よる支援体制の構築

「介護離職防止の手引き」では、介護離職を防止するために、事業者と
従業員それぞれがどのように取り組むべきか、具体的に解説しています

【構成】
第１章 はじめに
第２章 手引きの目的
第３章 介護離職の現状
第４章 長崎県のケアラー支援の目的と内容
第５章 急に起こる家族の介護問題
第６章 支援ツールを上手く使いましょう
第７章 外部機関や団体・専門家の利用
まとめ

【参考】介護に関する相談窓口
・長崎県介護支援専門員協会

(ワークサポートケアマネジャー)
・地域包括支援センター
・居宅介護支援事業所

(介護支援専門員)



セルフチェックシート
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セルフチェックシートには以下の種類があります。

【経営者・人事担当者向け】
介護離職防止に向けた取組の現状を把握し、適切な支援策を講じる
ためのシート
・社内研修や会議を開催する場合
・社員が４０歳を超え両親が後期高齢者になることが想定される場合
・社員の入社後に一定期間が経過した時期
・両立支援制度に対する体制整備が出来ているか確認する場合
等のタイミングで活用

【従業員向け】
従業員の方が、介護に直面した時に知っておくべきことなどに気付く
ためのシート
・いつでも簡易的に使用できる「Aシート」

・より詳しく課題を整理することができる「B・Cシート」



経営者・人事担当者向けセルフチェックシート
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・企業として両立支援制度の体制整備や従業員へ
の周知状況などを確認するシート

・取組のポイント：
①「相談窓口」での両立課題の共有
②企業の「仕事と介護の両立支援制度」の手続き
等の周知

③働き方の調整
④職場内の理解の醸成
⑤上司や人事担当者による継続的な心身の状態
の確認

⑥社内外のネットワークづくり

定期的に実施することで取組状況を把握し、
早期発見、対応に繋ぐことができる



従業員向けセルフチェックシート(A)
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・従業員向けセルフチェックシートは、
個人的または社内のセミナーや研修等で活用

・チェックシートAは、簡易的、汎用的なシート
なので、いつでも気軽に自分の家族や介護の
ことについて現状を把握することができる



従業員向けセルフチェックシート(B・C)

8

5年間のうちにお世話をする

可能性はない

シートCへ

左記以外の場合

シートBへ

共通Q4.

「あなたは現在身近な方のお世話をされていますか。また、

今後５年間のうちに、身近な方をお世話する可能性はありますか」

シートB・C　共通の設問
シートB・C 共通の設問

共通Q4.

「あなたは現在身近な方のお世話をされていますか。また、

今後５年間のうちに、身近な方をお世話する可能性はありますか」

【シートB・C共通】
・それぞれの現状をふまえながら項目をチェックすることで
「確認しておくべきこと」や「知っておくべきこと」など必要な
ことに気づくためのツール
・シートAよりも詳細に課題を整理することができる
・今は問題なく就業できていても、いざ介護問題が起きたとき
適切に対応するための事前の備えとして活用

【シートBのみ】
・現在お世話をしている、または今後お世話をする可能性が
ある方向け。
・介護等に関する負担感や、相談先についての設問を追加



御清聴ありがとうございました
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介護離職防止の手引 ダウンロードはこちら
(長崎県HP)
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